





Development of Public Housing in the Rapid Economic Growth Period : 












進められていった。しかし 1960 年，全国の世帯数 1,957 万に対して住宅数は約 100 万戸不足し，
市営住宅募集倍率は数十倍という高倍率だった。福岡市では 1973 年までに 14,020 戸の市営住宅が
建設され，公団住宅は 19,417 戸が建設された。
　南区警弥郷には，高度経済成長期を通じて 1960 年に市営警弥郷団地，1961 年に市営上警固団地，
1963 年に分譲警弥郷住宅が建設された。こうした一連の住宅開発と 1966 年度からの第一期住宅建
設五カ年計画により弥永団地が計画開発された。
　弥永団地は福岡市域に市営弥永団地，春日町域に分譲住宅と分譲地が都市施設とともに開発され
た。間取り 2DK で，20～30 代の若い夫婦と子供という核家族が多かったが，一種の約 4%，二種




























































は 28.0% である。応接セットは 14.4%，ス 図1　国立歴史民俗博物館現代展示
185
［高度経済成長期における公営住宅の建設］……宮内貴久










性が 25～30 歳，女性も 25～30 歳がもっとも多かった。収入は 28,000～32,000 円が 27.8% でもっと
も多く，次いで 24,000～28,000 円が 25% である。同年の国家公務員初任給は大卒 8,700 円，短大卒
6,600 円，高卒 5,900 円であり，公団入居者の収入は極めて高い。家賃は 6,200～7,500 円であり，公
務員の初任給では手が出ない価格だった［日本住宅公団 20 年史刊行委員会編 1981］。
　世帯人員は 3 人が 32.7% ともっとも多く，次いで 4 人の 25.9%，2 人の 23.3% である。細かくみる

















　居住者の年齢は公団団地が多い順に 30 代 48.5%，20 代 38.8% と 20～30 代が 87.3% を占めるのに
対して，その周辺地域は 30 代 35%，40 代 31.6%，20 代 17.3% と著しく年齢階層が異なっている。20
～30 代が多いという傾向は絹谷祐規の研究と一致する。
　世帯主の学歴は公団団地が大卒 58.4%，旧中新高卒 35.9%，義務教育 3.1% に対して，その周辺地
域は旧中新高卒 40.5%，大卒 27.4%，義務教育 19.8% と異なっている。20～30 代に限ってみると，公
団団地は大卒 54.5%，旧中新高卒 35.2%，義務教育 2.1% であるのに対して，その周辺地域は旧中新




　1968（昭和 43）年に 20～30 代だった層は，1929 年～1948 年生まれである。教育体制が新制に
なった 1935 年から 1948 年生まれが高校に進学する 1963 年までの全国の平均高校進学率は男子が
56.9%，女子が 50.0% である
（15）
。1948 年生まれが高校に進学する 1966 年までの全国の平均大学進学率
は男子が 24.0%，女子が 15.6% である。福岡市内の公団団地に住む住民の学歴は男女とも全国平均
よりも著しく高い。


















　由井義通の 1980 年国勢調査に基づいた住宅別の居住者特性を検討した研究によれば［由井 1991］，

















。福岡市の人口は 1935（昭和 10）年の人口は 291,158 人で約 30 万人台で推移していた。
1945（昭和 20）年は戦争の影響で 252,282 人に減少するが，5 年後の 1950（昭和 25）年には 392,649
人と約 14 万人増加する。さらに 1955（昭和 30）年　には 544,312 人と 10 年で人口は倍増したので
ある［福岡市博物館 2009　163 頁］。
　全国的には終戦直後，全国で 420 万戸が不足した。その内訳は，①戦災によるものが 210 万戸，
②強制疎開によるものが 55 万戸，③引き上げによる増加が 67 万戸，④戦時中の建設不足が 11 万
戸で，住宅総戸数の約 1/5 が不足していた［生活科学調査会編 1953　25 頁］。福岡市は 1945（昭和
20）年 6 月 19 日の福岡大空襲で 68,660 戸のうち 18,310 戸（27%）の住宅が焼失し，住宅不足は極
めて深刻な問題であった。そこに約 140 万人が引き揚げてきたのである。住宅不足はいかんともし
難かった。




では戦災者が 54.6% で，32.8% が引き揚げ者だった
（18）
。
　戦災応急住宅の居住人数は平均して 4.17 人である［西山 1968　271 頁］。なかには 6 畳に 11 人・3
畳に 5 人が就寝するという超過密な例もあった。平均居住者数が九州は 4.61 人と 0.48 人多く，西山
の調査対象地域では最も高い。また，5 人以上の居住人数が全国平均では 37.1% であるのに対して，
九州は 46.4% と極めて高く，居住環境の劣悪さが際立っている。また寝方も 2 人同衾 44%，1 人で
寝るのが 24% であるなど非常に過密な住環境だった［西山 1968　271-272 頁］。こうした劣悪な住環
境が原因で，1940 年代末には就寝中の乳児が圧死するという痛ましい事故が頻発した［西山 1968 269
頁］。
　福岡市では住宅不足を解消するために，転用住宅，引揚者住宅，市営住宅の建設を進めていき，
1950（昭和 25）年までに総計 1,322 戸の住宅が建設された。
公営住宅法による住宅建設






金 1/2，二種は国庫補助金 2/3 と定められた。住宅
の規模は，一種：が 10.6 坪，二種が 8 坪，平均 10.1
坪という小規模な住宅だった。
　しかしながら 1960 （昭和 35）年，全国の世帯数







が平均 51 倍，松ヶ枝団地一種木造住宅 C に至って
は 91 倍という高倍率だった。1945 年から同年まで
4,754 戸の市営住宅が建設されたが，住宅不足問題は
極めて深刻だった。





年 度 別 構 造 別木造 簡易耐火 耐火 合計
昭和 20 年度 300 300 
昭和 21 年度 112 112 
昭和 22 年度 90 90 
昭和 23 年度 173 173 
昭和 24 年度 284 284 
昭和 25 年度 351 48 399 
昭和 26 年度 235 40 275 
昭和 27 年度 207 24 231 
昭和 28 年度 265 24 289 
昭和 29 年度 220 52 18 290 
昭和 30 年度 164 180 32 376 
昭和 31 年度 158 217 24 399 
昭和 32 年度 200 168 24 392 
昭和 33 年度 246 152 32 430 
昭和 34 年度 219 95 50 364 
昭和 35 年度 232 102 16 350 
昭和 36 年度 228 124 48 400 
昭和 37 年度 140 209 56 405 
昭和 38 年度 1 352 88 441 
昭和 39 年度 350 249 599 
昭和 40 年度 362 218 580 
昭和 41 年度 202 345 547 
昭和 42 年度 242 583 825 
昭和 43 年度 393 372 765 
昭和 44 年度 808 808 
昭和 45 年度 636 636 
昭和 46 年度 207 1,090 1,297 
昭和 47 年度 367 367 
昭和 48 年度 1,596 1,596 




































　1943（昭和 18）年 1 月 30 日に警弥郷は大火に襲われ，全焼した住居 41 棟，半焼した住居 6 棟，
図2　市営住宅と公団住宅の建設戸数



























　1959（昭和 34）年 7 月 25 日の『福岡市政だより』に，「一般公募住宅　警弥郷（上警固）団地
（警弥郷字油田），第一種木造住宅 37 戸，同簡易耐火 2 階建て 11 戸，第二種木造 38 戸，同簡易耐火
二階建て 11 戸」と住宅募集記事が掲載された。
　広田によれば，当時は各地域でも市営住宅誘致運動が行われており，警弥郷では交渉が難航した







　1960（昭和 35）年 1 月 25 日の『福岡市政だより』に「警弥郷団地」の募集記事が掲載された。受




場 所 種 別 間 取 り 戸 数 家 賃
警 弥 郷 第一種木造（10.5 坪） 6 畳・4 畳半・板張り 3 畳・玄関・炊事場・浴場 35 2,300 
第一種二階建て簡易耐火
（12.4 坪） 6 畳・6 畳・板張り 3 畳・玄関・炊事場・浴場 11 2,500 
第二種木造（8.5 坪） 6 畳・4 畳半・玄関・炊事場・浴場 37 1,600
第二種簡易耐火二階建て 4 畳半・3 畳・板張り 3 畳・玄関・炊事場・浴場 10 1,800 
総 計 93
出典：福岡市 1960 年 1 月 25 日
表3　市営上警固団地
団 地 名 種 別 間 取 り 戸 数 家 賃
上 警 固 第一種木造 6 畳・4 畳半・板張り 4.5 畳 39 3,500 
第一種簡易耐火平屋 6 畳・6 畳・板張り 3 畳 16 3,850 
第二種木造 A 6 畳・4 畳半・板張り 4.5 畳 24 3,200 
第二種木造 B 6 畳・4 畳半・板張り 2 畳 10 3,200
第二種簡易耐火平屋 6 畳・4 畳半・板張り 4.5 畳 16 2,950 
総 計 105
出典：福岡市 1962 年 1 月
　2 月 16 日の『西日本新聞』には「市営住宅当選者」という見出しで，次のように報じられた。
「こんどの入居住宅は昨年から石丸，有田，警弥郷，諸岡に建設されていたもの。282 戸のうち管理
人住宅を除いた 274 戸を一般市民から入居募集した。さる 1 日からの受付には 3153 人の希望者が殺
到，平均競争率 11.5 倍を記録，これまでの市営住宅の入居募集ではもっとも激しい競争率となり，
深刻な住宅不足を物語っている。なかでも交通の便利がよい諸岡団地の一種木造住宅 58 倍の競争率
になり，その他警弥郷団地の一種簡易耐火住宅は 24 倍，同一種木造 18 倍，有田団地一種簡易耐火
住宅 17 倍，同一種木造で 15 倍で市営住宅の入居は極めて狭い門。」と凄まじい倍率を伝えている。
　1960（昭和 35）年 4 月に市営住宅警弥郷団地に 93 戸が入居した。これは警弥郷地区最初の新住民
の誕生であり，その後の市営住宅建設の嚆矢となった。11 月には第二次市営住宅誘致が計画された。
市営上警固団地の開発
　1961（昭和 36）年 5 月に 21,700㎡の買収が決定，地価は一坪 1,650 円だった。7 月 1 日には念願
の西鉄バスの警弥郷線が開通した。これはバスが開通したという意味だけではなかった。警弥郷地
区にある二つのバス停名は，「警弥郷」と「上警固」である。1889（明治 22）年以来，約 70 年ぶり
に「上警固」という名前が復活したのである。8 月に第二次市営住宅の造成が開始される。




　1 月 28 日付『西日本新聞』には「最高は 42 倍　福岡市営住宅受付」と，下記のように申込状況
を伝えている。
「福岡市はことし 3 月から 9 月にかけて完成する市営住宅 326 戸の申し込みを受け付けていたが
27 日締め切った。これによると競争率のいちばん高いところはなんと 42 倍。しかしいちばん
低いところは 1.5 倍ていど。市住宅管理課では『ことしは 1 年分まとめて申し込みを受け付け
たので，例年よりは競争率は楽のようです』といっている。」
　上警固団地の応募状況は，第一種木造が 39 戸に対して 763 人の応募で 19.6 倍，同ブロックは 16
表4　警弥郷団地の間取りと価格
型 名 建物面積 建設戸数 間 取 り 総 価 格 自己資金
14 46㎡ 20 戸 6 畳，4.5 畳，板の間（6 畳） 127 万円 64 万円
15 50㎡ 40 戸 同 上 129 万円 65 万円
16 53㎡ 31 戸 6 畳，6 畳，板の間（6 畳） 133 万円 66 万円
18 60㎡ 10 戸 6 畳，4.5 畳，4.5 畳，板の間（6 畳） 142 万円 71 万円
出典：福岡市 1963 年 1 月 1 日
図4　払い下げられた上警固団地住宅
戸に対して 203 人の応募で 12.7 倍，第二種木造 A
は 24 戸対して 113 人の募集で 4.7 倍，同 B は 10












課から，分譲住宅 100 戸分の建設用地の協力要請があった。6 月に警弥郷土地区画整理組合，上警固
土地改良共同施行委員会を結成し，7 月に 31,000㎡の土地を買収した。地価は一坪 2,590 円だった。
前年の一坪 1,650 円よりも約 1,000 円近く高い。
　8 月 25 日の『福岡市政だより』には，「融資分譲住宅　警弥郷 100 戸　住宅の入居募集は 12 月頃
から明年 2 月ごろにかけて順次行う予定です。」と分譲住宅募集の記事が掲載された。
　1963（昭和 38）年 1 月 1 日付の『福岡市政だより』では，分譲警弥郷団地の概要が発表された。
賃貸ではなく住宅金融公庫による分譲住宅であり，償還期限は 18 年以内，利率は年五分五厘の元金
均等償還だった。次の表 4 は，型名と間取り，総価格，自己資金額をまとめたものである。
















最低月収（税込み）第 1 回 最終 1 回前
14 46.37 20 1,299,442 63 万円 669,442 5,887 3,123 35,300 
15 49.68 40 1,298,296 64 万円 658,296 5,933 3,018 35,300 
16 52.99 31 1,373,615 67 万円 703,615 6,170 3,130 37,000 
18 59.62 10 1,514,642 71 万円 804,642 6,553 3,332 39,300
出典：福岡市 1963 年 9 月 10 日
　宅地面積は最高が 308.42㎡（約 92 坪），最低が 203.01㎡（約 61 坪），平均すると 244.07㎡（約 74
坪）だった。
　申込み者最低月収は 35,300 円～39,300 円である。同年の市営住宅の収入制限は一種が 32,000 円
以下，二種が 16,000 円以下であるから，市営住宅に住む層は申し込めない金額であるし，毎月の償
還金額も市営住宅家賃の倍以上である。同年の国家公務員初任給は，上級（甲）が 17,100 円，上級

























　1963（昭和 38）年の福岡市住宅統計によれば，総住宅数 149,000 戸のうち居住世帯のある住宅は

















昭和 41 年 660 196 464 0 
昭和 42 年 730 246 484 0 
昭和 43 年 850 300 550 0 
昭和 44 年 906 326 580 0 
昭和 45 年 1,201 876 325 0 
計 4,347 1,944 2,403 0 
出典：『福岡市史』第 10 巻，444 頁より作成
住宅供給別
計　画 実　績
戸　数 比　率 戸　数 比　率 達成率
公的資金住宅 29,890 42.7 31,088 44.4 104.0
内　訳 公営住宅 4,398 6.3 4,696 6.7 106.8
内　訳
市営住宅 4,094 5.8 4,347 6.2 106.2
県営住宅 304 0.4 349 0.5 114.8
改良住宅 － － － － －
公庫住宅 15,495 22.1 14,635 20.9 94.7
公団住宅    8,817 12.6 9,665 13.8 109.6
その他公的住宅 1,216 1.7 2.092 3.0 172.0
民間自力建設住宅 40,100 57.3 38.,976 55.6 97.2
合　計 70,000 100.0 70,064 100.0 100.1
表6　福岡市第一期住宅建設五カ年計画（41 年度～45 年度）
出典：『福岡市史』第 10 巻，444 頁より作成
　昭和 41 年度～45 年度の五カ年計画で，市営住宅 4,094 戸，公庫住宅 15,495 戸など総計 70,000 戸
の建設が計画された。それを受けて，同年 4 月 10 日付の『福岡市政だより』には，「345 億円の使
いみち」と同年度の予算案が紹介されている。住宅については，「住宅を 1370 戸分建設」という見
出しで，「一世帯一住宅をめざす住宅建設七カ年計画にもとづいて市営住宅の建設に六億二千四百万
円（39% 増）。新拾六町に 134 戸，八田に 256 戸，弥永に 230 戸，上高宮に 40 戸建てます。このほ
か住宅供給公社によって（中略）分譲宅地 380 区画（弥永 260，香椎 120 戸分）。市営住宅とあわせ
て全部で 1370 戸分建設します。」とある。また，各団地の場所が地図で示されており，1889（明治
22）年以来 77 年ぶりに「弥永」という地名が復活した。






















福岡市の区域が 45%，春日町の区域が 55% とな
り，公社が開発した団地なのに春日町の方が広いのである。福岡市域に市営住宅，春日町域に分譲
住宅と分譲地が建設された。
































宅街弥永団地（市営住宅 1294 戸，分譲 500 戸）の起工式を行う。同団地は，市営では最大で
初めて市域外の市営団地であること，さらに下水処理場完備も初めてという”初めて”だらけ
で市自慢のもの。総工費約 20 億円でモデル団地をめざしている。10 月から積み立て分譲住宅
100 戸の申し込み受け付けを開始する。


















　10 月 15 日の市議会で，議案第百五十五号として土地取得が下記のように提案された
（34）
。
昭和 41 年第 5 回福岡市議会（定例会）議案


















市区域内よりも 1 億 2,481 万円もかかっているのである。
入居募集と競争率
　1967（昭和 42）年 1 月 1 日付の『福岡市政だより』新年号に「市営住宅の入居募集　拾六町，八
田などに 547 戸」の見出しで，市営住宅の募集記事が出され，弥永団地の募集が予告された。団地
一区となる区域で，一種耐火が 54 戸（42.58㎡），二種耐火が 136 戸（38.03㎡）が募集予告された。
表8　弥永団地募集内容






徒歩 12 分 第二種耐火 136 38.03 2,800











格は 1㎡で約 2,570 円だった。
　予告通り 8 月 10 日付の『福岡市政だよ
り』では「新築 225 戸の入居者募る　市営
住宅　用紙交付は 30 日から」と，225 戸
（弥永団地 190 戸，上高宮団地 35 戸）の募
集が告知された。弥永団地は一種が 54 戸，
二種が 136 戸募集され，家賃は一種が 4,000
円，二種が 2,800 円だった。








年 10 月現在，倉庫・工場・納屋などの非住宅居住が 900 世帯，3 人世帯で 9 畳未満の狭小過密住宅
居住者は 2 万 5,000 世帯だった。同年の福岡市人口は 831,253 人であるから，住宅不足は深刻な問題
だった。
　9 月 12 日付の『西日本新聞』市内版に，「上高宮　弥永　市営団地の当選者決まる。」と当選者の
番号を報じた。「上高宮団地は 68.8 倍の高い競争率だった。」とある。弥永団地の倍率は，一種住宅
が 54 戸に対して 1,021 人の募集があり 18.9 倍，二種住宅は 136 戸に対して 1,224 人の募集があり 9




















きを見せてきた。」と，造成の様子を記している［12 月 3 日付『西日本新聞』］。




　1968（昭和 43）年 2 月 25 日付『福岡市政だより』に「市住 600 戸の入居者募る　弥永・八田第
二・月隈団地」と市営住宅の入居者が募集された。弥永団地は一種住宅中層耐火が 52 戸，二種住宅
中層耐火が 150 戸募集された。家賃は前者が 4,500 円，後者が 3,100 円である。
　3 月 18 日に抽選が行われ，「応募者は住宅難を反映して，特例公募（新築市住に五回以上落選者
の優遇特別枠）が公募 38 戸に 116 人の 3.05 倍，一般公募 562 戸に 4093 人の 7.28 倍，なかでも弥永










は，持ち家 45%，公営・公団が 8%，借家（設備専用）が 27%，借家（設備兼用）が 9%，給与住宅
が 11% だった。人口集中地区では
（40）
，持ち家 37%，公営・公団が 7%，借家（設備専用）が 31%，借
家（設備兼用）が 11%，給与住宅が 14% だった。人口集中地区は持ち家率が低く，設備専用・設備
兼用とも借家が多く 42% である。流しや便所を共用する借家（設備兼用）が 1 割を占める点が特筆
される。次に具体的に団地入居以前の住まいをみていく。
　HS（1938 年生）は中央区柳橋連合市場の八百屋に住み込みで勤めていた。店の 2 階に 4 畳半の
部屋があり，そこに親子 3 人で暮らしていた。風呂はなくトイレは共同だった。食事は店のものと
一緒に食べていた。
　FT（1940 年生）は東区馬出の家に間借りしていた。1 階が 8 畳二間，2 階が 4 畳半二間，6 畳一
間，8 畳一間，6 畳一間の大きな家だった。この家に 7 世帯が暮らしており，便所は 1 階と 2 階にあ
り炊事場は共有で七輪で煮炊きしていた。4 畳半に親子 4 人で暮らしていた。
　YH は中央区伊崎の社宅に夫の両親と同居していた。社宅は平屋の 4 軒長屋だった。団地に入居
してからワンドアの冷蔵庫を買った。
　NS（1937 年生）は中央区今川橋の 2 階建て木造アパートの 6 畳一間に家族 5 人で住んでいた。上
に 10 軒下に 10 軒あり部屋に 1 畳ほどの台所が付いていたが，便所は共同だった。廊下に洗濯機を
置いて台所から水を引いて隣の人と共同で使用していた。
　IN（1933 年生）は博多区西春町の 2 階建てのアパートに住んでいた。廊下をはさんで 5 室ある
6 畳一間に親子 4 人で暮らしていた。共同台所，共同便所で，自室の押入半間で七輪で炊事してい
た。自宅近くに南福岡駅があったので，石炭クズを拾ってきてそれを団子状にして七輪の燃料とし
て使っていた。







　こうした住宅事情の中で，福岡市では昭和 43 年度に一世帯一住宅実現へ，1,860 戸の住宅建設を
計画した［福岡市 1968 年 4 月 10 日］。市営住宅では八田団地に 132 戸，弥永団地に 298 戸，月隈団地
に 350 戸，東公園に 30 戸の総計 850 戸である。公社は分譲住宅 373 戸，分譲宅地を 640 区画の総計
1,013 戸を計画した。
　1969（昭和 44）年 2 月 25 日付『福岡市政だより』に，「765 戸の入居者募る」と月隈 342 戸，八
田第二 130 戸，東公園 8 戸，弥永 285 戸の市営住宅の募集記事が掲載された。弥永団地の募集戸数
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は一種中層耐火が 235 戸，二種中層耐火が 50 戸で，家賃は一種が 4,800 円，二種が 3,500 円である。
申込資格が変更され，一種は月収 2 万 4,000 円以上 4 万円以下，二種は 2 万 4,000 円以下となった。












755 戸に 3,883 人が応募し倍率は 5.01 倍だった。
　翌日の『西日本新聞』に当選者の番号が掲載さ
れたが，各団地ごとの倍率は明らかでない。倍率













昭和 44 年第 4 回福岡市議会（定例会）議案
議案第 139 号　市営住宅（弥永団地その 22 地区）新築工事請負契約の締結について　昭和 44
年 6 月 30 日
契約の相手方　福岡市藤崎町 1 丁目 4　株式会社馬場組（馬場松男）
契約目的
市営住宅（弥永団地その 22 地区）新築工事
第 1 種中層耐火構造 5 階 29 戸建（集会所付）1 棟　延面積　1,302.51㎡
第 2 種中層耐火構造 5 階 30 戸建 1 棟　延面積　1,207.38㎡
第 2 種中層耐火構造 5 階 20 戸建 1 棟　延面積　  804.92㎡
契約価格　64,250,000 円
工事地　福岡市弥永団地
　団地の建設費は 1㎡あたり 19,382.7 円である。80 戸で 64,250,000 円なので 1 戸当たりの建設費は







2,500 万円以下だからであろう。団地一区の一期工事に現場の助監督として関わった TT（1948 年




　7 月 10 日『福岡市政だより』に「積立者を募る　弥永・月隈・生の松原 223 戸」と積み立て分譲
住宅の募集記事が掲載された。弥永団地には，筑紫郡春日町下白水 1563 の耐火テラスハウス 2 戸連
続 2 階建て（建物面積 69㎡）24 戸が募集された。譲渡予定金額は 340 万円，自己資金予定額が 162
万円，公庫償還月額が 10,753 円，申込み者資格最低月額は 53,800 円だった。
　1970（昭和 45）年 1 月 25 日『福岡市政だより』「788 戸の入居者つのる　2 月 2 日から用紙配布」
からと市営住宅入居の応募が行われた。弥永団地は一種が 144 戸で家賃は 5,200 円程度，二種が 380
戸で家賃は 3,800 円程度である。この他にも「母子・老人世帯向け　弥永市営住宅　特別わくを新
設」が設けられ，それぞれ 10 戸募集された。
　2 月 21 日に抽選が行われ，西日本新聞によれば「弥永団地は一種，二種合わせて 524 戸の募集に








は完了した。一区の面積は 17,758㎡，二区は 18,101㎡，三区は 67,757.13㎡，四区は 8,173.4㎡，団地
敷地総面積は 111,789.53㎡，土地購入総額は 344,532,277 円だった
（46）
。
　1971（昭和 46）年 1 月 25 日付『福岡市政だより』に「市住 636 戸入居募る」と建設中の弥永団
地の写真とともに募集記事が掲載された。弥永団地四区の募集で，これが新築住宅の最後の募集で
ある。弥永団地は一種 110 戸，二種 80 戸，母子・老
人・身体障害者向け住宅をそれぞれ 10 戸が募集され
た。
　6 月 27 日に抽選会が開催され，弥永，城浜団地合
わせて 636 戸の公募戸数に対して，応募者は 2,892
人，平均 6.1 倍だった［2 月 28 日付『西日本新聞』］。
　個別の倍率は公表されていないので，先ほどと同
じように倍率を算出すると，一種は 110 戸に対して
少なくとも 1,111 人の応募があったので 10.1 倍　二
種は80戸に対して少なくとも456人の応募があった


































　1972（昭和 47）年の住宅地図では，商店が 7 軒，食堂が 5 軒，マーケット・理髪店が 4 軒，酒店・




















宅地分譲の引渡が 1968（昭和 43）年 9 月なので，同年の秋から冬にかけてである。
図 11　白水商店街
　棟上げをした後もどんどん問合せが来るので，




















円券，10 円券，100 円券などで，これも売れて月に 160 万円の売り上げだった。回数券を買って他
にもなんやかんやと買う客が多かった。冬はバス停は寒いから店の中に来て，何か買って待つ客が
多かった。とにかく朝は回数券を買う客と上述の客などでバタバタだったという。飲み物を買う客
が多いので自動販売機を 6 台置いたら，日が照っても雨が降っても自販機だけで 4～5 万売れた。い






















































































住宅公団では 1967 年 11 月に運用法の見直しがされ，1970 年には廃止される［日本住宅公団 1981　






















種別 一種住宅 二種住宅 年度計
昭和 42 年 118 310 428
昭和 43 年 248 50 298
昭和 44 年 158 400 558
昭和 45 年 120 110 230
総計 644 870 1,514
表9　弥永団地建設戸数
出典：『福岡市史』第 10 巻 457 頁より作成。
年代 一種住宅 二種住宅 母子，老人，身体障害者 総計
昭和 42 年 106 286 392
昭和 43 年 235 50 285
昭和 44 年 144 380 20 544
昭和 45 年 110 80 30 220
総計 595 796 50 1,441
表 10　弥永団地入居募集戸数
出典：『福岡市政だより』
　当初計画では 44 棟，1,294 戸の計画だったが，47 棟，1,514 戸が建設された。
　二種，母子・老人・身体障害者住宅が全体の 58.7% を占める。昭和 42 年度は一区を建設というよ
うに，年度毎に区ごとに建設された。一種と二種の割合は区によって異なる。一区と三区は二種の
方が多く 72% であり低所得者層が多かった。それに対して二区は一種が 82%，四区はほぼ同じであ
る。
　1970（昭和 45）年の市営住宅入居の収入制限は，一種が 2 万 4,000 円以上 4 万円以下，二種が
2 万 4,000 円以下である。同年の福岡県の公団住宅に居住する人の収入は 4 万 5,000 円～10 万円が
68.2% と過半数を占めており［2 月 21 日付『西日本新聞』］，公営住宅居住者とは収入がまったく異な
るのである。
　同年の市営住宅の家賃は，一種が 5,200 円，二種が 2,800 円であるのに対して，西区に建設された








　1,514 戸が建設されたが，入居戸数は 1,441, 戸であり，73 戸も差がある。このうち 4 戸は各区の集
会所として使用された。残りの部屋は，母子家庭などの特別枠，団地の管理者（市職員），老朽化し
た市営住宅の建て替え用である。次の表 12 は 1967（昭和 42）年から実際に居住した人数である。
種別 一種住宅 二種住宅 年度計 入居戸数 差
昭和 42 年 118 310 428 392 36
昭和 43 年 248 50 298 285 13
昭和 44 年 158 400 558 544 14
昭和 45 年 120 110 230 220 10
総計 644 870 1,514 1,441 73
表 11　着工数と入居数
出典：『福岡市史』第 10 巻 457 頁，『福岡市政だより』
一種住宅 二種住宅 母子・老人・身体障害 総戸数 世帯数 人口 男性 女性
昭和 42 年 106 286 392 
昭和 43 年 341 336 677 426 1,377 656 721 
昭和 44 年 485 716 20 1,221 726 2,405 1,177 1,228
昭和 45 年 595 796 50 1,441 1,274 4,166 2,018 2,148
昭和 46 年 595 796 50 1,441 1,508 5,026 2,453 2,573
昭和 47 年 595 796 50 1,441 1,495 5,092 2,454 2,638
昭和 48 年 595 796 50 1,441 1,487 5,093 2,460 2,633
昭和 49 年 595 796 50 1,441 1,468 4,996 2,416 2,580




は，戸数 392 に対して，426 世帯の 1,377 人で男性 656 人，女性 721 人だった。平均すると 1 世帯当
たり 3.2 人である。入居した人の年代は 20～30 代が多く，夫婦だけ，あるいは夫婦と小さな子供 1
人という組合せが多かったという。
　昭和 45 年度の四区の入居が完了した昭和 46 年度の総戸数 1,441 戸に対して，1,508 世帯の 5,026
人，男性 2,453 人，女性 2,573 人が，1 世帯当たり平均して 3.3 人が暮らしていた。つまり，夫婦と
子供という核家族が暮らしていたのである。そのため昭和 40 年代にはベランダにオムツを干してい




　同年，福岡県の公団住宅の家族数は 2 人が 44.1% ともっとも多く，4 人以下が 90.2% を占め，夫
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婦と子ども 2 人という世帯が多く［2 月 21 日付『西日本新聞』］，弥永団地とほぼ同じ傾向にある。
　世帯主の年齢は 30 代 44.6%　20 代 41.1%，40 代 7.4%　50 代 3% で，前年度より 20 代が増加し
た［2 月 21 日付『西日本新聞』］。30 代と 20 代の入居者が多く，弥永団地とほぼ同じ傾向がみられる。
しかし，老人世帯用の特別枠があるため，1974（昭和 49）の弥永団地の 65 歳以上の割合は一種が
3.91%，二種が 11.88% で，片岡正喜によれば，市営団地の中ではもっとも少ない割合だった［片岡
1974］。それでも二種の居住者の約 12% は 65 歳以上であり，この点は公団住宅とは異なる。
三世代同居
　入居が完了した昭和 46 年度以降，戸数よりも世帯数の方が多い。これは三世代同居もみられたか






　1969（昭和 44）年に二区に入居した NS（1937 年生）は，入居して 1 年間は夫と 3 人の子供と姑
の 6 人で暮らしていた。DK には絨毯を敷いて卓袱台を置いていた。1 年後，姑が亡くなった際に
は団地の自宅部屋で葬式を行った。向かいの家と一つ上の家を控え室と料理を用意する部屋として
使った。
　同じ二区の SK（1965 年生）は両親と 3 人暮らしだったが，一時期祖父母と同居となり，DK で
寝ていた。
　四区の UR（1965 年生）は両親と姉妹 2 人。祖父の 6 人で暮らしていた。母と姉妹 4 人は 6 畳間，
父と祖父は 4 畳半に寝ていた。このように団地でも三世代同居していた家庭もあった。
　先に弥永団地に居住する 65 歳以上の割合が一種が 3.91%，二種が 11.88% だったことを指摘した。
『昭和 48 年住宅統計調査報告　大都市圏編』によれば［総理府統計局 1975　392-395 頁］，北九州・福
岡大都市圏の 2DK 公営公団住宅の普通世帯では，53,200 世帯のうち 400 世帯（7.5%）が 2 組の夫

























いたところ，一区の OA（1965 年生）だけが DK
にテーブルと椅子を置いて食事をしていた。一
区の TR（1965 年生），二区の SK（1965 年生），
三区の TK（1965 年生）は DK で食事をしなかっ
図 14　弥永団地間取り
た。6 畳か 4 畳半の部屋に置かれた卓袱台で食事をした。DK は狭くて食事ができなかったという。




　二区の 5 人家族だった MK（1965 年生）宅の DK にはカーペットが敷かれ座卓が置かれていた。
4 畳半に両親，6 畳に子供 3 人が寝ていたが，兄が高校受験の際には 4 畳半で勉強するため，両親は
DK で寝ていた。
　元弥永小学校教師の KK（1952 年生）によれば，勤務していた 1976（昭和 51）年から 1977（昭
和 52）年に家庭訪問に行った際に，複数の家庭の DK に卓袱台が置かれていたという。「昭和 44 年
度年間収入階級別主要耐久消費財の普及率─勤労世帯─」によれば［総理府統計局 1970］，食堂セッ








　『昭和 48 年住宅統計調査報告　大都市圏編』によれば［総理府統計局 1975　337 頁］，北九州市・福
岡市の公営・公団・公社の借家 69,500 世帯のうち，食事をする室で就寝しない世帯は 46,900 世帯




　さらに食事をする室で就寝しない世帯 46,900 世帯のうち，家族の分離就寝が出来たのは 33,300 世
帯（71%），家族の分離就寝が出来なかったのが 13,600 世帯（29%）と食寝分離が行われた世帯の 3
割では就寝分離が出来なかったのである。
　食事をする室で就寝する世帯 22,700 世帯のうち，家族の分離就寝が出来たのは 13,800 世帯
（60.8%），家族の分離就寝が出来なかったのが 8,900 世帯（39.2%）だった。食事をする部屋で就寝
しても約 4 割の世帯で就寝分離は出来なかったのである。
　食寝分離・就寝分離が可能だったのは 33,300 世帯，47.9% に過ぎなかったのである。12.8% は食
寝分離・就寝分離もしていなかったのである。
　もう少し細かく検証したい。北九州市・福岡市の公営・公団・公社 2DK 借家 28,800 世帯のうち，
食事をする場で就寝しない世帯は 21,100 世帯だった［総理府統計局 1975　371 頁］。すなわち 7,700 世
帯，26.7% の世帯では食寝分離が行われていなかった。
　『昭和 53 年住宅統計調査報告　大都市圏編』によれば［総理府統計局 1980　117 頁］，北九州市・福
岡市の公営の借家 50,700 世帯のうち，食事をする室で就寝しない世帯は 34,400 世帯（68%），食事
をする室で就寝する世帯は 16,300 世帯（32%）と 3 割近い世帯では食事をする部屋で就寝しており，
やはり食寝分離が出来なかったのである。
　食事をする室で就寝しない世帯 34,400 世帯のうち，家族の分離就寝が出来たのは 23,700 世帯
（69%），家族の分離就寝が出来なかったのが 10,700 世帯（31%）と食寝分離が行われた世帯の 3 割
では就寝分離が出来ておらず改善されなかった。
　食事をする室で就寝する世帯 16,300 世帯のうち，家族の分離就寝が出来たのは 10,200 世帯（62%），
家族の分離就寝が出来なかったのが 6,200 世帯（38%）だった。食事をする部屋で就寝しても，やは
り約 4 割の世帯で就寝分離は出来なかったのである。
　公営住宅で食寝分離・就寝分離が可能だったのは 23,700 世帯，46.7% に過ぎなかった。公団住宅
で食寝分離・就寝分離が可能だったのは 39,200 世帯のうち，23,700 世帯，60.5% だった。
　公営 2DK 借家 51,600 世帯のうち，食事をする場で就寝しない世帯は 36,400 世帯だった。すなわ
ち 15,200 世帯，29.5% の世帯が食事をする部屋で寝ていた。同年の公団 2DK 借家で食事をする部屋
















　1970（昭和 45）年度の『福岡市統計書』「産業（中分類）男女別 15 歳以上就業者数」によれば，





が 17.4%，運輸・通信従事者が 9.7%，専門的・技術的職業従事者が 7.3%，サービス職業従事者 6.2%
だった。いわゆるホワイトカラーとされる事務従事者は 21.9% で，技能工，生産工程作業者および単



















　『西日本新聞』では 1967（昭和 42）年 10 月 3 日
（火）から，毎週火曜日の夕刊に「団地だんち」とい













　特集では「ど真ん中を大型車が通る」（1967 年 10 月 10 日），「横行する路上駐車」（1968 年 1 月













1970］，ステレオの普及率は平均すると 40.2% である。収入別にみると一種は 18.7%，二種は 16.1%
に過ぎない。ピアノの平均普及率が 8.4% に対して，一種二種ともわずか 0.9% であり，上記の話は
現実的である。逆に内職で使う足踏みミシンの音がうるさいと言われたと複数の女性から聞いた。
　「活躍する自治会立ち上がったママさんたち　明るく，住みやすくガッチリとスクラム」（1967 年











　『朝日新聞』の見出しで「団地族」という言葉が最初に登場したのは，1958（昭和 33）年 11 月 21






地っ子のしつけ」（1967 年 11 月 14 日），「団地っ子の教育」（1968 年 4 月 16 日），「子供に欲しい野























はない。移転した時期は 1961（昭和 36）年と 1971（昭和 46）年である。福岡県で国体が開催され









　先述したように弥永団地には一種が 644 戸，二種が 870 戸建てられた。『昭和 44 年全国消費実態
調査』によれば，同年の平均年収は約 82 万 6,000 円である。年間収入階級別（全世帯）では，一種










態調査」により，福岡市営団地の夫婦と子の世帯割合が一種は約 55%，二種は 39% であること，片















種住宅に居住する世帯よりも移動が多いこと，②居住 15 年未満の世帯数が 50% を割っていること
を明らかにしている［飯田 1987］。
　神品恭二によれば，昭和 44 年度以前に建設された福岡市営団地では，①北九州市営よりも夫婦の
減少と単身の増加が多いこと，②平均居住年数は 13 年だった［神品 1987］。飯田，神品の研究はい
ずれも 1987（昭和 62）年であり，およそ 30 年前の結果である。
　2016 年 9 月現在，悉皆調査をした二区では，建設当初から 47 年間住み続けているのは 53 世帯
18.3% である。最高は一種の棟で 40 戸中 11 世帯の 27.5%，次いで二種の棟で 50 戸中 13 世帯の 26%，
一種の棟で 40 戸中 10 世帯 25% である。団地全体を悉皆調査することは出来なかったが，四区の 30
戸中 11 世帯の 36.7% という棟がもっとも高率だった。いちばん古い一区では 40 戸中 6 世帯（15%）










　1946 年までに博多港に大陸からの引揚者が約 140 万人が引き揚げてきた。空襲で家を失い住宅が
不足しているところに，140 万に近い人々が大陸から引き揚げてきたのである。戦災応急住宅の住民
が，関東では 91% が戦災者だったのに対して，九州では戦災者が 54.6%，32.8% が引き揚げ者だっ
たことから戦後の住宅不足問題には地域差が存在していた。
　福岡市の 1945（昭和 20）年の人口は約 25 万人だったが，5 年後の 1950（昭和 25）年には約 40
万人，1955（昭和 30）年には約 54 万人と終戦後わずか 10 年で人口は倍増した。住宅不足は極めて
深刻な問題であった。
　1950（昭和 25）年の日本住宅公団の設立，1951（昭和 26）年の「公営住宅法」により，公団住宅
と公営住宅の建設が進められていった。しかしながら 1960 （昭和 35）年，全国の世帯数 1,957 万に
対して住宅数は 1,856 万戸と約 100 万戸不足していた。同年の福岡市営住宅募集倍率は，数十倍と
いう高倍率だった。1945 年から同年まで 4,754 戸の市営住宅が建設されたが，住宅不足問題は極め
て深刻だった。
　福岡市では 1945（昭和 20）年から 1973（昭和 48）年まで，14,020 戸の市営住宅が建設された。
1961（昭和 36）年まで木造住宅が主流で，1963（昭和 38）年から簡易耐火が建設された。1966（昭
和 41）年から耐火が主流となる。




易耐火の市営警弥郷団地が建設され 93 戸が入居した。これが契機となって 1961（昭和 36）年に市










年から募集が開始され，初年度は一種 18.9 倍，二種 9 倍と高倍率だった。団地以前の居住環境は間
借り，民間借家（設備兼用）など住環境は劣悪だった。
　弥永団地の間取りは一種が 42.58㎡，二種が 38.03㎡の 2DK で，一区にはダスト・シュートが設置
されていた。風呂は各自で設置する必要があり木製の浴槽だった。団地は全部で 47 棟，一種が 644
戸，二種が 870 戸の計 1,514 戸が建設された。区によって一種と二種の割合は異なる。

















　二区には建設当初から現在まで入居している世帯が 53 世帯あり，18.3% を占める。40 戸中 11 世
帯の 27.5% が入居している棟もあった。四区には 30 戸中 11 世帯（36.7%）という棟もあった。
　2013（平成 25）年から市営弥永団地は老朽化により建て替え工事が一区から始まった。8 月に一
区の 61 棟が取り壊され更地となり，10 月には隣接する一区の公園に植えられた桜の木と遊具が撤










（ 2 ）　　2007 年～2009 年度共同研究。研究代表者新谷尚
紀。




（ 4 ）　　以下，ダイニングキッチンを DK と表記する。
（ 5 ）　　公団赤羽団地は戸数 3,378 戸 55 棟の団地で，
1962 年に東京都北区に建設された。展示コンセプトに関
しては岩本通弥が解説している［岩本 2010］。









（ 8 ）　　公団荒江団地は 1965 年に西区に建設された。
2DK360 戸（家賃 13,600～14,200 円），3DK654 戸（家賃
15,200～17,100 円）だった。





1DK270 戸（家賃 5,200 円）， 2DK320 戸（家賃 7,000～7,500
円），3DK136 戸（家賃 8,200～9,500 円）だった。
（10）　　公団梅光園団地は 1956 年に中央区に建設され
た。1DK168 戸（家賃 3,700 円）， 2DK384 戸（家賃 6,200
～7,000 円），3DK8 戸（家賃 20,500 円）だった。
（11）　　公団長住団地は 1965 年に南区長住三丁目に建
設された。1DK50 戸（家賃 8,100～8,300 円），2DK283
戸（家賃 11,100～14,700 円），3DK908 戸（家賃 12,700～
14,700 円）だった。
（12）　　公団若久団地は 1964 年に南区に建設された。
1DK100 戸（家賃 8,100～8,300 円），2DK420 戸（家賃
11,100～11,800 円），3DK526 戸（家賃 12,700～25,300 円）
だった。
（13）　　公団原団地は 1967 年に西区に建設された。




高卒 48.4%，義務教育 19.8%，大卒 9.9% である。20～30
代に限ってみると，公団団地は旧中新高卒 69.6%，大卒
21.0%，義務教育 3.9% に対して，その周辺地域は旧中新






が 2 万円を超え 3 万 6,000 円以下，二種住宅では 2 万円
以下の月収がある者と入居制限がある。
（17）　　1946（昭和 21）年までに博多港に引き揚げたの
は，一般邦人が 974,900 人，軍人・軍属が 417,529 人の総
計 1,392,429 人だった。逆に博多港からの帰国者は 1947
（昭和 22）年までの間，朝鮮帰国が 494,819 人，中国帰






























申し込みをしようとする住宅の家賃の 6 倍以上 3 万 2 千
円以下であること。第二種住宅 : 入居申込者とその家族
の収入月額の合計から扶養家族一人につき千円を控除し


















（34）　　『昭和 41 年第 5 回福岡市議会定例会会議録』，
1 頁。












年第 5 回福岡市議会定例会会議録』，42 頁。













（43）　　契約価格は 63,380,000 円で，建設費は 1㎡あた
り 23,482.8 円だった。
（44）　　当選番号の一番大きな数字から算出した。一種
144 戸に対して少なくとも 1,194 人が，二種 380 戸に対し
て 678 人が応募している。
（45）　　購入価格は 40,031,976 円で，1㎡の価格は 4,897.8
円でもっとも高額だった。
（46）　　総額 344,532,277 円という金額は，桶田建設局長
の福岡市区域内の用地取得と造成事業費が 3 億 3 千 906







じだった。『西日本新聞』1968 年 7 月 30 日付
（49）　　宮副は弥永団地計画中の昭和 41 年度，市議会建









































（59）　　1972（昭和 47）年 2 月 25 日付の『福岡市政だよ
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Development of Public Housing in the Rapid Economic Growth Period : 
Focused on Yanaga Municipal Apartment Complex in Fukuoka City
MIYAUCHI Takahisa
Fukuoka City serves as an international gateway to Japan as it is located close to the Asian 
Continent. When the Second World War ended, the city faced a serious shortage of housing not 
only because dwellings had been burnt down by air raids but also because approximately 1.4 million 
Japanese had returned from former colonies.
Supported by the Japan Housing Corporation established in 1950 and the Act on Public Housing 
enacted in 1951, a number of public houses and apartments were constructed. Still, Japan remained 
a million units short of meeting the housing demand of 19,570,000 households in 1960. A municipal 
housing advertisement for tenants attracted tens of times more people to apply than available units. In 
Fukuoka, 14,020 units of housing had been built by the municipal government and 19,417 units by the 
Japan Housing Corporation as of 1973.
During the rapid economic growth period, Keyago- in the Minami Ward of the city witnessed the 
construction of Keyago-  Municipal Apartment Complex in 1960, Kamikego Municipal Apartment 
Complex in 1961, and Keyago- Collective Housing built for sale in 1963. In addition to these housing 
development projects, Yanaga Apartment Complex was planned and constructed under the first Five-
year Housing Development Plan launched in fiscal 1966.
The development program of Yanaga Housing Complex consisted of the construction of Yanaga 
Municipal Apartment Complex in Fukuoka City and the house and lot development in Kasuga Town 
as well as the establishment of urban infrastructure in the neighborhoods. Comprising two-bedroom 
units with a kitchen-cum-dining room, the housing complex was home mainly to young nuclear families 
（parents in their twenties or thirties and their children） but also to elderly households over sixty-five 
years old （accounting for approx. 4% of the Type I units and approx. 12% of the Type II units） and three-
generation families.
Although the two-bedroom unit with a kitchen-cum-dining room was intended to separate dining 
and sleeping spaces as well as parents and children’s sleeping spaces, many families regularly took 
meals not in a dining room but at a low dining table in a tatami room. According to statistics, about 30% 
dined and slept in the same room, and only about 47% separated dining and sleeping spaces as well as 
parents and children’s sleeping spaces in the public housing complex.
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As for the attributes of the residents, craftsmen, factory workers, and manual laborers account 
for a high share （approx. 28%）. The most numerous residents are the junior high school- and high 
school-educated, followed by the college-educated. Many of the households are dual income. There are 
also many fatherless and low-income families. People living in public housing are sometimes looked 
down on. In Area II, 53 households have lived since the completion of the public apartment complex, 
accounting for 18.3%.
Key words: Public apartment complex, two-bedroom unit with a kitchen-cum-dining room, separation of 
dining and sleeping spaces, separation of parents and children’s sleeping spaces, housing shortage
